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( 2 ) 竹内昭夫「会社法の理論mJ265頁(有斐閣， 1990年)，上柳克郎ほか編「新
版注釈会社法(6)J[北沢正啓]377頁(有斐閣， 1984年)，前田雅弘「株主代表
訴訟と和解J法学論叢 134巻5・6号247頁(1994年)，高橋宏志「株主代表訴
訟と訴訟上の和解」商事法務 1368号74頁(1994年)，伊藤真nv コー ポレー
ト・ガパナンスと民事訴訟」商事法務 1364号 18頁 (1994年)，新谷勝「株主代
表訴訟と訴訟上の和解」判例タイムズ883号 40頁(1995年)，中島弘雅「民事
手続法の観点からみた株主代表訴訟」ジュリスト 1191号 9頁 (2000年)，池悶
辰夫「株主代表訴訟における和解J~株主代表訴訟大系J 230頁(弘文堂， 2000 
























(7) 商事法務 1468号27貞 (1997年)。





















(12) 商事法務 1597頁4頁 (2001年)。
(13) 太田など・前注(3)12頁。
(14) 大谷禎男「商法・有限会社法改正試案の解説(4)一一経営管理運営機構」商事
















(15) 商事法務 1678号4頁 (2003年)。
(16) この部分は，総株主の同意があっても免除することができない(会社法462条
3項)。相海哲編著『新・会祉法の解説』別冊商事法務295号219頁 (2006年)。
(17) 上柳克郎ほか編「新版注釈会祉法(6H [鴻常夫]474頁(有斐閣， 1984年)，





(9) 問中亙「取締役の責任軽減・代表訴訟Jジュリスト 1220号36頁注(30)(2002 
年)。田中・聞は， この場合，和解は自己取引の一種なので取締役会の承認が必


















(26) 岩原紳作「株主代表訴訟」ジュリスト 1206号126頁 (2001年)。
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(34) 最判昭和40年9月 22日民集 19巻6号 1659頁。














(41) 新谷・前注(2)47頁は，和解の場合も平成 13年改正商法 268条ノ 2第 1項
(会社法852条 l項)に準じて取り扱うべきであり，裁判所の判断がなされる前
に当事者で，弁護士報酬を賠償金から先取りするような取り決めはなしえない，
とする。
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(42) 伊藤真「民事訴訟法[第三版再訂版JJ(有斐閣.2006年)438頁，江頭・前注
(6 )444頁。
(43) 谷口安平「株主の代表訴訟Jr実務民事訴訟法講座 5J106頁(日本評論社，
1969年).前田・前注(2)268頁。
(44) 新谷・前波(2)45頁。
(45) 竹内・前注(2 )265頁。
(46) 岩原・前注(26)132頁.田中・前注(19)37頁等。裁判所の認可制度はアメリカ
法で認められている制度である(浜田道代・関俊彦.前田雅弘訳「証券取引法研
究会国際部会編訳・コーポレート・ガパナンス~ [前田雅弘J236頁(証券経済
研究所. 1994年)等参照)。
(47) 岩原・前注(26)132頁，青竹E 「ー新会社法.Jl286頁(信山社.2006年)等。
(48) 江頭・前注(6)445頁。
(49) 高橋・前注(2)80頁注(17)池田・前注(2)243頁。
(50) 高橋・前注(2)79頁。
(51) 根本的な問題として監査役の取締役からの独立性・中立性に疑問を畏するもの
もある(岩原・前注(26)126頁等)。
(52) 民事訴訟法 262条2項は，終局判決があった後に訴えを取り下げたものは，同
ーの訴えを提起することができない旨を定めているので.和解の場合と同様に原
告以外の株主が訴えの取下げについても知る機会を設けるべきである。なお.ア
メリカ法は，和解と訴えの取下げを同様に扱い，裁判所の認可を要求している
(前回・前注(2 )261頁等)。
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